
７．農業生産法人等の推移

構成比 構成比 構成比 構成比

平成元年 32 24 75.0 8 25.0 0 0.0 0.0 ― ― ―

2 32 24 75.0 8 25.0 0 0.0 0.0 ― ― ―

3 34 26 76.5 8 23.5 0 0.0 0.0 ― ― ―

4 16 13 81.3 3 18.8 0 0.0 0.0 ― ― ―

5 29 25 86.2 4 13.8 0 0.0 0.0 ― ― ―

6 32 24 75.0 8 25.0 0 0.0 0.0 ― ― ―

7 37 24 64.9 13 35.1 0 0.0 0.0 ― ― ―

8 40 23 57.5 17 42.5 0 0.0 0.0 ― ― ―

9 44 25 56.8 19 43.2 0 0.0 0.0 ― ― ―

10 43 21 48.8 22 51.2 0 0.0 0.0 ― ― ―

11 47 22 46.8 25 53.2 0 0.0 0.0 ― ― ―

12 48 23 47.9 25 52.1 0 0.0 0.0 ― ― ―

13 47 23 48.9 24 51.1 0 0.0 0.0 ― ― ―

14 58 29 50.0 29 50.0 0 0.0 0.0 ― ― ―

15 57 28 49.1 29 50.9 0 0.0 0.0 ― ― ―

16 57 25 43.9 32 56.1 0 0.0 0.0 ― ― ―

17 65 29 44.6 35 53.8 0 0.0 1 1.5 22 ― ―

18 54 21 38.9 32 59.3 0 0.0 1 1.9 20 1 ―

19 66 24 36.4 39 59.1 0 0.0 3 4.5 26 1 ―

20 76 23 30.3 44 57.9 0 0.0 9 11.8 37 3 ―

21 88 24 27.3 46 52.3 0 0.0 18 20.5 42 4 ―

22 97 23 23.7 49 50.5 1 1.0 24 24.7 41 4 ―

23 98 24 24.5 45 45.9 1 1.0 28 28.6 42 3 6

24 90 18 20.0 41 45.6 1 1.1 30 33.3 59 3 10

25 80 18 22.5 32 40.0 1 1.3 29 36.3 78 2 11

注１：　年度は各年１月１日現在

注２：　農業生産法人数は、農業生産法人の活動状況等調査によるものであり、休業中の農業生産法人や

　　　　本店所在地が県外であっても農業生産法人として県内で活動中の法人を含む。

注３：　農業生産法人以外の法人は、農業生産法人の活動等調査以外に把握した法人数であり、

　　　　農地を活用しない法人等を含む。

注４：  平成１８年５月会社法施行に伴い有限会社は廃止。ただし、既存の有限会社は特例有限会社として存続。

法人数は、法人の所在地のある市町村で整理。
法人の所在地が県外の法人は、主な参入市町村で整理。
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